韓国におけるマネーロンダリング関連法の特性-国際的要請への転換がもたらした効果- by 金,惠京
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金融情報分析院「資金洗浄防止制度紹介」 http://www.kofiu.go.kr.（2014. 10. 3. 最終
閲覧）
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(28)特定金融取引報告法第 2条 3項に示されている「不法財産」とは、①犯罪受益規制法第 2
条 4項に規定された犯罪受益など、②麻薬類不法取引防止法第 2条 5項に規定された不
法受益など、③公衆脅迫資金調達禁止法 2条 5項に規定された公衆脅迫資金を指す。
(29)疑いのある取引の審査が行われる基準金額は、2001年の段階では 5000万ウォンであっ
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韓国におけるマネーロンダリング関連法の特性（金）
する法律（公衆脅迫資金調達禁止法）」はテロ資金調達を規制する法律である。韓
国は 2004年 2月に「テロ資金供与防止条約（International Convention for the
Suppression of the Finansing Terrorism）」を批准したことに伴い、条約を履行






























































































で、重要な公的地位を有する者（Politically Exposed Persons: PEPs）に対して、
外国人PEPsだけでなく国内PEPs、あるいは当該PEPsの家族又は近しい間柄に
ある者に関しても、金融機関等による厳格な顧客管理を求めることとしている状況
を考えるに、テロ資金と政治との関連は深いものがある。その中で見過ごされる資
金が無差別テロに還流しないように、監視体制を整えることも韓国当局には求めら
れよう。
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